大阪府広域化等支援方針策定に関する研究会設置要綱

（設置）
第1条 　国民健康保険制度について、市町村における厳しい財政状況等に鑑み、将来に向け持続可能な制度とする観点から、大阪府と市町村がともに、制度の実態について検証のうえ、可能な広域化のあり方、国保財政の安定化について研究し、国民健康保険法第６８条の２に規定する広域化等支援方針を策定するため、「広域化等支援方針策定に関する研究会」（以下「研究会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第2条 研究会は次に掲げる事項について検討する。

（1） 大阪府広域化等支援方針の基本的な事項、将来見通し、役割分担

（2） 事業運営の広域的取組み

（3） 財政運営の広域的取組み

（4） 主要指標についての府内の標準設定
（5） その他、国民健康保険事業に関する事項

（組織）

第3条 研究会は、次に掲げる者をもって構成する。

（1） 市長会から選出される職員

（2） 町村長会から選出される職員

（3） 大阪府福祉部国民健康保険課職員

２　研究会に座長１名を置き、構成員の互選により選任する。

３　研究会に副座長１名を置く。副座長は、構成員の中から座長が指名することにより選任する。

４　座長は研究会の会務を総理し、会議の議事進行を行う。

５　座長に事故があるときは、副座長が座長の職務を代理する。

６　座長が必要と認めるときは、構成員以外のものを出席させて説明又は意見を求めることができる。

（下部組織）

第4条 研究会にワーキング・グループを置くことができる。

　　２　ワーキング・グループは、座長が指名する市町村の職員、大阪府福祉部国民健康保険課職員、大阪府国民健康保険団体連合会職員で構成する。

　　３　第３条の規定は、第１項を除き、ワーキング・グループに準用する。この場合、「研究会」とあるのは、「ワーキング・グループ」に読み替える。

（庶務）

第5条 研究会の庶務は、大阪府福祉部国民健康保険課において行う。

（その他）

第6条 この要綱に定めるもののほか、研究会の運営に関して必要な事項は、別に定める。

附　則

　この要綱は、平成２２年４月２０日から施行する。

附　則
　この要綱は、平成２４年７月２５日から施行する。[image: image1.emf] 
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